
子どもの心のケアに係る総合拠点（仮称）整備基本構想 

現状・課題 

急増する発達障害への対応 

◇発達障害等の医療ニーズ急増 

◇専門医療機関少なく、ここセンに集中 

◇ここセンの待機期間、長期化 

（相談3.３ヵ月、診療3.1ヵ月） 

◇施設の狭あい化 
 

   
心理治療が必要な子どもへの迅速な対応 

◇家庭での生活が難しく、心理ケアが必

要な児童が、児童養護施設･児童自立

支援施設等にやむなく入所 

   児童虐待の増加への対応 

◇児童虐待相談の増加 

◇施設の狭あい化 
 ・一時保護所の定員超過、混合処遇の
弊害、相談室等の不足 

◇児童福祉司、児童心理司等の不足 

施設間の連携 

◇子どもの心のケアを適切に提供するには、
専門機関が連携し、相談･診療から心理

ケア、教育まで総合的に提供できる高度

な支援体制が必要。 
 

   
関係機関との連携体制の構築 

◇限られた医療資源を有効に活用し、効
果的･効率的に支援を行うため、関係機関

の更なる役割分担と連携が必要。 

   

移転・整備に伴う機能強化 

 こころの発達総合支援センターの人的・機能的強化 

医師､相談スタッフの強化による相談枠・診療枠の増加 

検査機器を導入し薬物治療の積極的な実施 

地域小児科医の人材育成及び医療ネットワークの構築 

地域小児科医からの紹介患者は、相談を経ずに、直接診療 

ここセン都留クリニックを新南都留合同庁舎へ移転し、機能強化 

   

 児童心理治療施設の整備 

ここセンに併設。児童精神科医による高度な医療を提供 

対象児童､小中学生､入所定員30名規模･通所定員15名規模 

全国初となる特別支援学校本校の設置 
 

 
 

   

中央児童相談所の移転整備 

ここセン、児童心理治療施設との連携による一貫した相談･支
援体制の構築      

相談機能の強化 
   ・相談室等の拡充、相談職員の強化 

一時保護機能の強化 
   ・定員増(12名→16名)し、都留児相と合わせ28名とする。 
  ・男女のエリア分け､個室化等､指導員等の強化 
 
 
 
 

   

高度で先進的な総合拠点の整備 

ここセン､児童心理治療施設､中央児相を一体的に整備 

ここセンの児童精神科の常勤医が３施設の医療業務に従事 

３施設の専門職員が連携 
    

支援ネットワークの整備 

各医療機関等の特色･専門性を活かした医療ネットワークを構

築 

入所･入院に係るネットワークの構築(中央児相､児童養護施設､

児童心理治療施設､甲陽学園､北病院､ここセン等) 

市町村との連携を更に推進

目指す姿 

平成31年度内の施設の完成を目指す。 

 地域医療機関が特色・専門性を発揮、ここセンと診療機能を相互補
完。地域の小児科医とともに身近な場所での診療を実現 

 北病院､児童自立支援施設等との連携により、入所･入院が必要な
児童に対し、最適な施設で最適な支援を提供 

 富士・東部地域において、都留クリニック等を核とした医療・福祉等の
支援体制を充実強化 

 併設する特別支援学校では、児童心理治療施設やここセンと連携し、
効果的な指導方法を構築し、県内教育機関へ情報発信 

 市町村との連携により、標準化問診票・集団療育プログラムを浸透 

■全県的な支援ネットワークの整備 

基本
理念 

全国に先んじた高度な医療を提供するとともに、相談や心理ケア、学校教育などの 
総合的な支援を行う総合拠点を整備し、高度で先進的な支援体制を構築する。 

整備 
場所 

中小河原職員宿舎跡地等 

  ←県央。公共交通機関や主要道路からアクセスしやすい、利便性 

      が高い場所。面積が確保でき、早期に整備できる県有地。 

○県営の３施設（ここセン、児童心理治療施設、中央児相）を同じ 
  敷地に集積。顔の見える関係の医師・スタッフが迅速で一貫した手 
  厚い支援を提供 

■一体的な整備によるメリットを活かした効果的な支援 

 ここセンの人的･機能的強化等により、待機期間の解消を図るとともに、
高度で専門的な医療を提供。ここセンの医師やスタッフが他の２施設
の業務に関わり、各々の機能が高度化。 

 医療機関(ここセン)と児童心理治療施設の併設は全国初。ここセン
の児童精神科医が日常的かつ必要時に迅速に入所児童を診察 

 児童心理治療施設への特別支援学校本校の設置は全国初。手厚
い教育が行われ、独自性･迅速性を発揮、施設での心理治療等の
効果が向上 

 児童心理治療施設と児童相談所の併設は全国初。入所前の早期
支援から退所後の自立支援に至る一貫した支援を提供 

 子どもの心の問題に関する相談のワンストップ化が図られ、相談者の
医療､福祉等に関わるニーズに応じた迅速な対応を提供 

 施設の運営・維持管理部門の一元化、職員体制の効率化による管
理コストの削減 

○総合拠点の３施設が中心となった医療､福祉､教育､行政等各分 
  野における支援ネットワークの構築 

整備の時期 


